
事業再評価

千葉県 県土整備部 河川整備課

事業番号４
千葉県 県土整備
公共事業評価審議会
平成２８年度 第１回

平成２８年１２月２１日

社会資本整備総合交付金事業

一級河川 利根川水系 桑納川・石神川



目次

１．事業の概要

２．事業の進捗状況

３．社会経済情勢等の変化

４．事業投資効果

５．事業の進捗の見込み

６．コスト縮減

７．対応方針（案）



１．事業概要（桑納川）
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桑納川の事業概要

調節池

開発調整池

Ａ Ｂ

Ａ【桑納川】 総合流域防災事業
事 業 期 間／Ｈ１０～Ｈ２３ 全体事業費／１０億９千万円
事 業 区 間／木戸川合流点～調節池区間 Ｌ＝３５２ｍ

Ｂ【桑納川】 住宅市街地基盤整備事業
事 業 期 間／Ｈ１０～Ｈ３０ 全体事業費／約４８億４千万円
事 業 区 間／調節池～指定区間上流端 Ｌ＝１，２５０ｍ

木
戸
川



１．事業概要
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石神川の事業概要

調節池

Ｃ【石神川】 総合流域防災事業
事 業 期 間／Ｈ１０～Ｈ４９
全体事業費／約７億８千万円
事 業 区 間／
桑納川合流点～調節池区間
Ｌ＝９５０ｍ

Ｄ【石神川】 ＵＲ直接施工
事 業 期 間／Ｈ２１～Ｈ２６
全体事業費／約５億５千万円
事 業 区 間／
調節池～指定区間上流端
Ｌ＝６００ｍ

Ｃ

Ｄ
桑
納
川



１．事業の概要(桑納川)
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事業概要
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代表横断図

・治水安全度1/10年
・河道拡幅 ・調節池の建設

桑納川

総合流域防災 住宅市街地

築   堤 352 m

築   造 50,000 m3

放流口・越流堤 1 式

道路橋 1 橋 5 橋

樋   門 6 箇所 15 箇所

その他 2 箇所

用地補償 17,870 m2 46,496 m2

工   種

河道拡幅



１．事業の概要（石神川）
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事業の内容

H.W.L

3.003.00 9.00

0.60

1.20

代表横断図

・治水安全度1/10年
・河道拡幅 ・調節池の建設

石神川

総合流域防災 住宅市街地

築   堤 950 m

築   造 155,900 m3

放流口・越流堤 1 式

道路橋 3 橋

樋   門 8 箇所 4 箇所

その他 1 箇所

用地補償 16,000 m2

工   種

新河道
（河道整備）

旧河道



１．事業の概要

事業内容事業の必要性
・ 東葉高速鉄道の開通により利便性が向上し、流域内で２つの土地区画

整理事業が行われており、河川改修とあわせて良好な宅地を提供する
計画となっている。

坪井特定土地
区画整理事業

（事業期間H8～H22）

石神川

西八千代北部特定
土地区画整理事業
（事業期間H8～H28）



１．事業の概要

事業内容事業の必要性 （平成8年9月洪水における浸水被害の状況）

桑納川・睦橋付近
（主）船橋印西線

(主)船橋
印西線

(主)千葉鎌ヶ谷
松戸線



２．事業の進捗状況

事業の進捗状況
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調節池

石神川
調節池

：完 成

：未 完 成

：事業区間外

平成8年災害復旧助成事業
（1/10完成）

石神川
調節池
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調節池

対
象
事
業
区
間

L=
1,

60
2m

市道橋
架替え



0

2000

4000

6000

8000

10000

用地 工事 全体 用地 工事 全体 用地 工事 全体 用地 工事 全体 用地 工事 全体

２．事業の進捗状況

事業の進捗状況（事業費）
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※図中の数字は進捗率（％）を示す。（平成28.3末見込み）

桑納川 石神川 桑納川＋石神川

住宅
桑納川

総流防
桑納川

住宅
石神川
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石神川
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３．社会経済情勢等の変化

市街化率28％ 市街化率52％

桑納川流域土地利用変化（出典；国土数値情報）

S51（1976） H26（2014）



４．事業投資効果

費用便益分析（B/C）

現在価値化の算定
社
会
的
割
引
率

治水経済調査
マニュアル（案）
国土交通省河川局
平成17年4月

便益算定手順 費用及び便益算定の前提
基準年次 ：平成28年度
完成年次 ：平成48年度
検討年数 ：完成後50年間
社会的割引率：４％

便益の算定
被害防止便益
残存価値

費用の算定
事業費
維持管理費
事業費の0.5％

便益の現在価値
（B）

費用の現在価値
（C）



13４．事業投資効果

注１） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注２） 費用および便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と異なる。

費用便益比

残事業評価

全体事業評価

４．事業投資効果

便益（B）
被害防止便益 高度化便益 残存価値 総便益

費 用
便益比
（B/C）

8.9

0.0億円 103.1億円 0.2億円 103.3億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

7.6億円 3.9億円 11.6億円

便益（B）
被害防止便益 高度化便益 残存価値 総便益

費 用
便益比
（B/C）

1.2

23.8億円 103.1億円 3.3億円 130.2億円

費用（C）
事業費 維持管理費 総費用

104.5億円 3.9億円 108.4億円



４．事業投資効果

河道改修後に必要な
調節池用地71,400m2河道改修で縮小される

調節池用地104,000m2

現況河道で必要な
調節池用地175,400m2

河川改修河川改修

土地利用の高度化
（宅地など）

河川名
高度化面積

（m2）

高度化評価額

（円/=m2）

高度化便益
（百万円）

桑納川 70,950 135,000 9,578

石神川 33,170 128,000 4,246

合   計 104,120 販売額－用買額 13,824

高度化便益の考え方



４．事業投資効果

事業着手時の浸水区域

現時点の浸水区域

事業完成時の浸水区域

浸水区域の
解消

経済損失の
解消

残事業評価

全体事業評価

年超過確率1/10規模
の降雨

着手時 完成現時点

Ｅｘ)４億円 【青枠線】
全体事業で

軽減される被害額

評価時点

被
害
軽
減
額

残事業で
軽減される被害額

これまでの事業で
軽減された被害額

Ｅｘ)３億円

年超過確率1/10規模
の降雨

費用防止便益の考え方



４．事業投資効果

被害防止便益

上段：残事業 下段：全体事業※金額は、表示桁数の関係で合計額と一致しない。

項 目 残事業 全体事業

軽減される氾濫面積 ０．３ｈａ ５．８ｈａ

軽減される浸水世帯数 ０世帯 ９世帯被害額

被害内容

分類 効果（被害）の内容

直接被害
0.0億円

19.9億円

家屋被害
0.0億円
2.6億円 家屋（住居・事業所）が浸水することによる被害

家庭用品被害
0.0億円
1.3億円 家具や自動車等が浸水することによる被害

事業所資産被害
0.0億円
0.3億円 事業所が浸水することによる資産や在庫品による被害

農漁家資産被害
0.0億円
0.0億円 農漁家が浸水することによる資産や在庫品による被害

農作物被害
0.0億円
0.1億円 浸水による農作物の被害

公共土木施設等被害
0.0億円

11.7億円 道路や橋梁、電気、ガス、水路など公共土木施設等の被害

間接被害
0.0億円
0.2億円

営業停止被害
0.0億円
0.1億円 浸水した事業所、公共・公益サービスの停止・停滞による被害

応急対策費用
0.0億円
0.1億円 浸水に伴う清掃などの事後活動等の出費等による被害

計
0.0億円

21.8億円



17４．事業投資効果

項目 残存価値 備考

構造物以外の
堤防及び
低水路部

0.2億円
1.3億円

適切な維持管理を行うことにより治水機能
は低下しないため評価対象期間終了時点
まで資産価値の低下はないものとして算定。

護岸等の
構造物

0.0億円
0.2億円

評価対象期間終了時点の価値を総費用の
10％として算定。

用地費
0.0億円
1.8億円

評価期間末の価値の想定が困難であるた
め、取得時の価格に基づき算定。

計
0.2億円
3.3億円 上段：残事業

下段：全体事業

評価対象期間終了時点（施設完成年次から50年後）における残存価値

４．事業投資効果

残存価値
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前回評価との比較（残事業評価）

４．事業投資効果（前回評価との比較）

前回再評価
（H23）

今回評価
（H28） 備考

治水経済調査
マニュアル（案）

平成17年4月 平成17年4月

基準年次 平成23年度 平成28年度

施設完成年次 平成25年度 平成49年度 事業進捗状況より見直し

分析対象期間 施設完成から50年間 施設完成から50年間

総便益（B） 126.1億円 103.3億円
事業進捗に伴う被害減少や施設
完成年次の延伸により、便益の現
在価値の低下により減少

総費用（C） 43.4億円
（現在価値化前43.2億円）

11.6億円
（現在価値化前11.4億円）

用地買収完了に伴う事業費の見
直し、事業進捗による残事業費の
減少

B/C 2.9 8.9



５．事業の進捗の見込み

未整備箇所（石神川）

・ 平成４９年度の完成を目標として、概ね１０年に１度発生する
降雨に対する整備を進めており、事業費ベースで８割程度ま
で事業が進捗している。
・ 用地買収については、完了している。
・ 対象事業が土地区画整理事業と関連している。

事業完了箇所（桑納川・つぼい橋）



６．コスト縮減

掘削土を
再利用した
築堤整備状況

新技術や建設副産物リサイクルの推進によるコストの縮減

新技術による
工事費の削減

従来工法

（DJM工法）

新技術

（パワーブレンダー工法）



７．対応方針（案）

21

【理由】
○事業の投資効果が見込める。
残事業 費用対効果費用対効果 B/C=B/C= 88..99 ＞＞ 11..00
事業全体 費用対効果費用対効果 B/C=B/C= 11..22 ＞＞ 11..00

○流域内の土地区画整理事業において、河川改修を前提とした事業を
実施している。

○流域の市街化により、河川への流出量の増加が見込まれる。

○事業費ベースで約８割程度事業が進捗し、用地取得は完了しており、
早期に治水安全度の向上を図る必要がある。

○治水事業への地元からの要望が大きく、事業の進捗が望まれている。

事業を継続することとする


